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Ⅰ．平成２０年度 官庁営繕部関係予算事項別総括表

（単位：百万円）

前年度予算額 ２ ０ 年 度 倍 率

区 分 概算決定額

（Ａ） （Ｂ） (Ｂ／Ａ)

一 般 会 計

官 庁 営 繕 費 ２３，２４６ ２３，０８８ ０．９９

・中央官庁庁舎 ３，６９３ ３，５８８ ０．９７

・合 同 庁 舎 ５，６８５ ３，６８５ ０．６５

・一 般 庁 舎 ３３７ ２０２ ０．６０

・施設特別整備 １１，７３６ １３，８２２ １．１８

５，９５２ ７，５６６ １．２７耐震改修

０ ４００ 皆 増リノベーション

２，４１０ ２，５００ １．０４グリーン改修

７００ ７００ １．００バリアフリー改修

２，６７４ ２，６５６ ０．９９一般改修

・附 帯 事 務 費 １，７９５ １，７９１ １．００

特 定 国 有 財 産

整 備 特 別 会 計

特定国有財産

整 備 費 ２，９６８ １７，４５２ ５．８８

計 ２６，２１４ ４０，５４０ １．５５

一 般 会 計

行 政 経 費 １，３２５ ２，０８２ １．５７

合 計 ２７，５３９ ４２，６２２ １．５５

※グリーン改修には重点施策推進要望に係る施策として５００百万円を含む。



Ⅱ．官庁営繕関係予算の概要 

 

官庁施設の整備については、急激な老朽化が見込まれる官庁施設ストックの有効

活用を図りつつ、災害に対する安全の確保、地球環境問題及び少子化・高齢化対策

等の政策課題に的確に対応することが課題となっている。 

平成２０年度予算においては、下記の施策に重点をおき、計画的な施設整備を推

進する。 

 

◇安全・安心の確保に資する防災拠点となる官庁施設等の整備の推進 

◇官庁施設ストックの有効活用を図るリノベーション事業の実施 

◇太陽光発電、建物緑化等の環境負荷低減技術を活用したグリーン庁舎の整備等

の推進 

◇「官公庁施設のユニバーサルデザインに関する基準」の考え方を踏まえた官庁

施設のバリアフリー化の推進 

◇民間の資金・経営能力等のノウハウを活用したＰＦＩ手法による官庁施設の整

備の推進 

◇環境負荷低減施策に対応した新空調システム導入モデル事業の実施（重点施策

推進要望に係る施策） 

 

また、ファシリティマネジメントの実施及び保全の適正化による官庁施設ストッ

クの有効活用に向けた取り組みを積極的に推進するとともに、コスト構造改革や事

業評価の推進、政策評価の的確な実施等により、効率的な営繕事業の推進を図る。 



Ⅲ．主要事項 

１．国民の安全・安心の確保 

 

 

（１）背景・目的 

建築物の耐震化対策については、政府全体の緊急の課題と位置づけられており、中

央防災会議決定や「建築物の耐震改修の促進に関する法律」に基づく告示（平成１８

年１月２５日）等により公共建築物については、整備目標及び整備プログラムの策定

等を行い、計画的かつ重点的な耐震化の促進に積極的に取り組むことが求められてい

る。 
 

（２）事業の内容 

災害応急対策活動に必要な官庁施設等については、平成１８～２７年度の１０年間

で、耐震化率９割の達成を目標とすることとした。耐震化対策の実施にあたっては、

大規模地震発生時に、官庁施設がその機能を十分に発揮できるよう、構造体のみなら

ず設備、非構造も含めた建築物全体としての総合的な耐震安全性を確保した防災拠点

となる官庁施設等の整備を推進する。               
また、「首都直下地震対策大綱」に基づき策定される事業継続計画（ＢＣＰ）につい

て、施設機能面からの支援を積極的に行う。 
 

   新潟第２地方合同庁舎［Ⅱ期］、大津地方合同庁舎 等２９施設 
 
（３）事業効果 

  総合的な耐震安全性を確保した災害応急対策を担う拠点的施設の整備により、国民

の安全・安心な生活の実現に資する。 

 

災害対策本部機能を持つ 
防災センターの整備 

ライフライン途絶時の建

築設備機能の維持 

 
活動通路の確保 

活動拠点室等の耐震性能の確保 

事務室 

情報通信室 

防災センター 

防災無線 

高架水槽 

自自家家発発電電気気室室等等  

ヘリポート 

目標の高い耐震安全性を確保

する免震・制振技術の採用 

壁厚増打 耐震ブレース増設壁厚増打 耐震ブレース増設

【防災拠点となる官庁施設のイメージ】 【耐震改修の事例】 

安全・安心の確保に資する防災拠点となる官庁施設等の整備の推進 



 

 

 

（１）背景・目的 

建て替え需要が増大する中、限られた予算の中で既存ストックの有効活用を推進し、

既存建築物の物理的な機能劣化（耐震性能の不足等）の回復のみならず社会的な機能

劣化（狭隘・陳腐化等）にも対処する必要がある。 
 

（２）事業の内容 

本年３月に作成した大規模リニューアル実施検討マニュアル（案）を活用し、既存

建築物の構造躯体の健全化、利用実態の変化に対応した模様替、及び狭隘解消のため

の増築等により、新築と同等の機能を確保するリノベーション事業を実施する。 
 

（３）事業効果 

  既存建築物の物理的な機能回復とともに、施設利用形態の見直しに伴う模様替、増

築等の新たなニーズに対応した整備を一体的に実施することにより、新築と同様の機

能を確保し、ストックの有効活用を図る。 

リノベーション事業の実施 
▼

▼

ホール

２階

▼

事務室

会議室

ホール

事務室

１階 １階

執務室の効率化

バリアフリーへ
の対応

事務室

ホール

２階

リノベーション前
（建築年次：1964年・建築面積：413㎡・延床面積：726㎡）

リノベーション後
（改修年次：2005年・建築面積：606㎡・延床面積：959㎡）

■具体事例

建替え
（試算）

リノベーション

100%

65%

約３割の工事費縮減

２．６ 億円

１．７ 億円

：増築部

＜建替えとのコスト比較＞

ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ内容
●バリアフリー改修
●増築（狭隘解消）
●設備・内外装改修 等

エントランス
ホール

ＥＶ

多目的
トイレ

会議室

会議室の多目的利用

スロープ



  

２．地球環境問題や少子高齢化への対応 
 

 

 

（１）背景・目的 

「京都議定書目標達成計画」（平成１７年４月閣議決定）に基づき、新たに策定され

た「政府の実行計画」（平成１９年３月閣議決定）の目標達成のため、太陽光発電、建

物緑化、複層ガラス、省エネルギー設備機器等の環境負荷低減技術を活用したグリー

ン庁舎の整備等を推進する。 
 

（２）事業の内容 

①グリーン庁舎の整備 
官庁施設に求められる様々な性能の確保及び総合的な調和を考慮しつつ、官庁施

設の環境保全性に関する基準に基づき、環境負荷低減効果の高いグリーン庁舎の整

備を推進する。 
 
新潟第２地方合同庁舎［Ⅱ期］、中央合同庁舎第８号館 等３２施設 

 
②グリーン診断・改修 
官庁施設の環境保全性に関する診断・計画基準に基づくグリーン診断の結果を踏

まえ、改修効果の高い官庁施設におけるグリーン改修を計画的に推進する。特に、

太陽光発電の導入及び建物の緑化を重点的に実施する 
 

（３）事業効果 

   グリーン庁舎の整備等及び関連技術の普及により、建築分野からの二酸化炭素排出

量の削減が図られ、地球温暖化防止効果が得られる。 
 

 
 

グリーン庁舎イメージ図グリーン庁舎イメージ図
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グリーン庁舎の整備等の推進 



 

（１）背景・目的 

高齢者、障害者等すべての人が円滑かつ快適に施設を利用できるよう平成１８年３

月に制定した「官庁施設のユニバーサルデザインに関する基準」の考え方を踏まえ、

官庁施設のバリアフリー化を推進する。 
 

（２）事業の内容 

① 高度なバリアフリー化の推進 
窓口業務を行う事務室の出入口への自動ドア化、多機能トイレの設置等による

高度なバリアフリー化を目指した官庁施設の整備 
 
新潟第２地方合同庁舎［Ⅱ期］、中央合同庁舎第８号館 等３２施設 

 
② 窓口業務を行う官署が入居する既存官庁施設のバリアフリー化の推進 
既存庁舎への自動扉、スロープ等の設置を促進 

 
（３）事業効果 

  高齢者・障害者等すべての人が自立して社会の一員として参画できる、生き生きと

したバリアフリー社会の実現に資する。 
 

〈高度なバリアフリー化のイメージ〉  

 

官庁施設のバリアフリー化の推進 



３．国際競争力の強化と地域の活性化 

 
 

 

（１）目的・背景 
民間の資金・経営能力等のノウハウを活用して低廉・良質な公共サービスの提供と

民間の事業機会の創出を図るＰＦＩ手法の活用による官庁施設整備を推進する。 
 

（２）事業の内容 
平成２０年度は、中央合同庁舎第７号館及び九段第３合同庁舎について、円滑な事

業の実施を図るほか、新たに中央合同庁舎第８号館等の事業に着手する。 
 
中央合同庁舎第８号館 等１４施設 

 
（３）事業効果 

中央官庁庁舎等のＰＦＩ方式による先導的な整備により、ＰＦＩ事業の普及促進に

資するとともに、多様な事業機会が創出されるなど、新たな民間投資の誘発効果があ

る。また、活力ある都市拠点の形成が図られ、都市の再生に資する。（ 
 

 

＜中央合同庁舎第７号館＞         

所 在 地 
・千代田区霞が関３丁目 

事業期間 
 ・平成１５年度～平成３３年度 
施設完成時期 
 ・平成１９年９月完成 
入居官署 
・文部科学省 
・会計検査院 
・金融庁 
国の機関の床面積 
・約 19万㎡ 
延床面積 
・約 25万㎡（民間権利床等を含む） 
構造規模 
・官庁棟：鉄骨造地上 33階・地下 2階 
・官民棟：鉄骨造地上 38階・地下 3階 
 

 

ＰＦＩ手法の活用による官庁施設整備の推進 



 

県総合庁舎

市情報センター

民間施設

シンボルロード

浜松地方合同庁舎

裁判所

 

 

（１）目的・背景 
地域の特色や創意工夫を生かしつつ都市拠点の形成、良好な市街地環境の形成を図

るため、シビックコア地区における官庁施設等地域のまちづくりに寄与する官庁施設

の整備を推進する。 
 
（２）事業の内容 

①官公庁施設と民間建築物が連携したシビックコア地区における中核施設となる官

庁施設 
旭川地方合同庁舎、廿日市地方合同庁舎 等５施設 

②中心市街地の活性化等に資する官庁施設 
浜松地方合同庁舎、熊本地方合同庁舎   等３施設 

③地域の歴史・文化を育む、観光振興に寄与する官庁施設 
 
（３）事業効果 
  地方公共団体等との連携を図り、地域のまちづくりに寄与する官庁施設の整備を推

進することにより、個性あるまちづくりと地域の活性化に資する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【旭川シビックコア地区】 
旭川地方合同庁舎（平成20年度完成予定） 

【廿日市市シビックコア地区】 
廿日市地方合同庁舎（平成20年度完成予定） 

【浜松市シビックコア地区】 
浜松地方合同庁舎（平成20年度完成予定） 

【熊本中心市街地活性化基本計画区域】 
熊本地方合同庁舎（平成24年度完成予定） 

地域のまちづくりに寄与する官庁施設整備の推進 



 

Ⅳ．重点施策推進要望に係る施策 

 
 

（１）目的・背景 

官庁施設において、クールビズ・ウォームビズに対応した新たな空調技術（ダブル

コイル空調方式、高度な自動制御等）を導入するモデル事業を先導的に実施し、官庁

施設における省ＣＯ２対策の推進と行政サービス環境の維持の両立を図る。 
 

（２）事業の内容 

  官庁施設において、クールビズ・ウォームビズに対応した新空調システムを導入す

るモデル事業を実施する。 
 
（３）事業効果 

これらの導入手法、改修手法、運用手法等を確立させ、官庁施設への導入拡大を図

り地球温暖化対策を推進するとともに、地方公共団体や民間オフィスビル等への普及

促進にも資する。 
 

 

 

 

◎官庁施設における CO2対策の推進と、行政サービス環境の維持の両立 
→室内環境の快適性の確保により、業務の能率性低下を防止 

→環境負荷低減施策対応型空調システムの導入による効率的な省CO2化 

○環境負荷低減施策対応型空調システムの導入手法等を確立（新築・改修） 

○クールビズ等実施の際の課題（室内環境の悪化）を解消 

CO2対策のさらなる推進へ

施策による効果 

環境負荷低減施策対応型空調システムの 

民間オフィスビル等への導入促進 

波
及
効
果

○環境負荷低減施策対応型空調システムの例 

住宅・建築物における省ＣＯ２対策（環境負荷低減施策に対応した新空調システム導入モデル事業） 



官庁営繕費（一般会計）
　　　　（単位：百万円、㎡）

所         在         地

［中央官庁庁舎］ 3,588
S-33-2（官庁棟）

「継 続」 中央合同庁舎第７号館（ＰＦＩ） 3,588 　千代田区　霞が関 S-38-3（官民棟） 187,269

［合 同 庁 舎］ 3,685

 ＜地 方 合 同＞ 3,685

   〈 新 営 〉 3,680

「新 規」 新潟第２地方合同庁舎（Ⅱ期） 605 　新潟市　中央区 RC-12 21,527

「継 続」 旭川地方合同庁舎（Ⅱ期） 556 　北海道　旭川市 SRC-6-1 10,951

「  〃  」 九段第３地方合同庁舎（ＰＦＩ） 472 　千代田区　九段南 S-23-3 35,600

「  〃  」 浜松地方合同庁舎 1,720 　浜松市　中区 S-11-2 19,403

「  〃  」 廿日市地方合同庁舎 327 　広島県　廿日市市 RC-4 4,351

〈 敷 地 調 査 〉 5

栃木地方合同庁舎 3 　栃木県　栃木市

高松地方合同庁舎（Ⅱ期） 2 　香川県　高松市

［一 般 庁 舎］ 202

   〈 新 営 〉 202

「新 規」 多治見税務署 202 　岐阜県　多治見市 RC-5 2,715

［施設特別整備］ 13,822

　　耐震改修 7,566

　　リノベーション 400

　　グリーン改修 2,500

　　バリアフリー改修 700

　　一般改修 2,656

21,297

1,791

23,088

平成２０年度 官庁営繕部関係予算 箇所別一覧

区　　　　　　　　　　　　　分

小　　　　　　　　　　　計

　※グリーン改修に重点施策推進要望に係る施策として５００百万円を含む。

構 造 ・ 規 模 等

計　画　内　容　概算決定額

官 　庁 　営 　繕　 費　 計

附 　帯 　事 　務 　費



特定国有財産整備費（特定国有財産整備特別会計）

　　　　（単位：百万円、㎡）

所         在         地

［中央官庁庁舎］ 5

「新 規」 中央合同庁舎第８号館（ＰＦＩ） 5 　千代田区　永田町 S-14-4 51,969

［合 同 庁 舎］ 12,743

 ＜地 方 合 同＞ 11,700

   〈 新 営 〉 11,700

「新 規」 仙台第１地方合同庁舎（増築棟） 2,200 　仙台市　青葉区 S-20-2 36,689

「  〃  」 長岡地方合同庁舎 588 　新潟県　長岡市 RC-6 7,421

「  〃  」 武生地方合同庁舎 543 　福井県　越前市 RC-6-1 6,780

「  〃  」 広島地方合同庁舎第５号館 2,440 　広島市　中区 SRC-12-1 23,172

「  〃  」 高知第２地方合同庁舎 528 　高知県　高知市 S-10-1 9,554

「  〃  」 長崎第２地方合同庁舎 362 　長崎県　長崎市 SRC-9 4,603

「  〃  」 盛岡第２地方合同庁舎（ＰＦＩ） 0 　岩手県　盛岡市 SRC-7 11,344

「  〃  」 東雲合同庁舎（ＰＦＩ） 5 　江東区　東雲 S-10-1 20,950

「  〃  」 西ヶ原合同庁舎（ＰＦＩ） 87 　北区　　 西ヶ原 RC-4外 31,685

「  〃  」 大井合同庁舎（ＰＦＩ） 6 　大田区　東海 SRC-7-1 23,812

「  〃  」 立川地方合同庁舎（ＰＦＩ） 5 　東京都　立川市 SRC-9-1 18,986

「  〃  」 甲府地方合同庁舎（ＰＦＩ） 5 　山梨県　甲府市 SRC-9-2 16,226

「  〃  」 大津地方合同庁舎（ＰＦＩ） 190 　滋賀県　大津市 SRC-12-2 19,339

「継 続」 小樽地方合同庁舎 1,450 　北海道　小樽市 RC-6 13,275

「  〃  」 熊本地方合同庁舎 3,291 　熊本県　熊本市 S-12-1外 53,584

＜港 湾 合 同＞ 1,043

   〈 新 営 〉 1,043

「新 規」 鹿児島港湾合同庁舎 462 　鹿児島県　鹿児島市RC-5 4,348

「継 続」 名古屋港湾合同庁舎（別館） 581 　名古屋市　港区 RC-9-1 5,200

区　　　　　　　　　　　　　分

構 造 ・ 規 模 等

計　画　内　容　概算決定額



特定国有財産整備費（特定国有財産整備特別会計）

　　　　（単位：百万円、㎡）

所         在         地

［一般庁舎］ 2,330

   〈 新 営 〉 2,330

「新 規」 気象庁清瀬庁舎 3 　東京都　清瀬市 RC-2-1 6,246

「  〃  」 気象庁風洞実験庁舎 7 　茨城県　つくば市 RC-3 1,440

「  〃  」 海上保安庁海洋情報部（倉庫等） 2,031 　江東区　青海 SRC-8外 19,935

「  〃  」 小石川税務署 142 　文京区　後楽 RC-2-1 2,671

「  〃  」 東京国税局（ＰＦＩ） 0 　中央区　築地 S-25-2 67,000

「  〃  」 気象庁虎ノ門庁舎（ＰＦＩ） 5 　港区　　 虎ノ門 S-8-2 34,246

「継 続」 国立教育政策研究所（ＰＦＩ） 77 　千代田区　霞が関 S-33-2（官庁棟） 4,365
（中央合同庁舎第７号館入居）

「  〃  」 東京地方・家庭裁判所立川支部（ＰＦＩ） 65 　東京都　立川市 SRC-8-1 26,849

15,078

2,374

17,452

計　画　内　容　

構 造 ・ 規 模 等

特定国有財産整備費　 計

附 　帯 　事 　務 　費

小　　　　　　　　　　　計

区　　　　　　　　　　　　　分 概算決定額


